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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第154期

中間連結会計期間
第155期

中間連結会計期間
第154期

会計期間

自2024年
　４月１日
至2024年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2024年
　４月１日
至2025年
　３月31日

売上高 （百万円） 33,432 36,450 68,720

経常利益 （百万円） 1,712 1,952 3,568

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益 （百万円） 1,188 1,322 2,497

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,636 1,092 2,914

純資産額 （百万円） 26,065 27,846 27,062

総資産額 （百万円） 43,482 45,191 44,172

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 118.18 131.00 247.94

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 59.7 61.3 61.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 419 1,551 1,192

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △424 △211 △2,888

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 4,290 109 2,490

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高
（百万円） 11,235 9,144 7,757

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第155期中間連結会計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を

容易にするため、第154期中間連結会計期間及び第154期についても、表示単位を千円単位から百万円単位に変

更しております
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当中間連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況１

中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等） セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更等に関する事

項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

当中間連結会計期間末の資産合計は451億91百万円となり、前連結会計年度末と比較して10億18百万円の増加とな

りました。

資産の部では、流動資産が355億69百万円となり、前連結会計年度末と比較して12億72百万円の増加となりまし

た。これは主に現金及び預金の13億87百万円の増加によるものです。

固定資産は96億22百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億54百万円の減少となりました。

負債の部では、流動負債が128億87百万円となり、前連結会計年度末と比較して14億10百万円の増加となりまし

た。これは主に短期借入金の17億円の増加によるものです。

固定負債は44億57百万円となり、前連結会計年度末と比較して11億76百万円の減少となりました。これは主に長期

借入金の11億28百万円の減少によるものです。

純資産合計は278億46百万円となり、前連結会計年度末と比較して７億84百万円の増加となりました。以上の結

果、自己資本比率は61.3％となりました。

 

②経営成績

当社グループ（当社及び連結子会社）の当中間連結会計期間の経営成績は、売上高364億50百万円（前年同期比

9.0％増加）、営業利益18億８百万円（同15.6％増加）、経常利益19億52百万円（同14.1％増加）、親会社株主に帰

属する中間純利益13億22百万円（同11.2％増加）となりました。

各セグメントの経営成績は次のとおりであります。

なお、当中間連結会計期間より、「国内営業本部」に含まれていた「㈱デルオート」について、事業環境の変化に

伴い管掌部門を移管したことにより「工機営業本部」に変更しております。

セグメントの前年同期比較については、前中間連結会計期間の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で

比較しております。

 

（国内営業本部）

国内営業本部は、自動車保有台数の増加と車齢の長期化による安定した補修部品の需要があり、主要顧客への販売

が堅調に推移しました。主力商品の販売は、バッテリー、足回り商品、ワイパー、エアコンフィルターなどが好調を

維持し前年を上回る業績となりました。また国内連結グループ会社の業績は、原材料価格や物流費の高騰などによる

コスト上昇や一部顧客での受注減がありましたが、主力商品の販売が進み堅調に推移しました。その結果、売上高は

156億45百万円となり、前年同期比で5.9％の増収となりました。依然コスト増が続いていますが、物流改革、拠点エ

リアの再編やシステム改修による業務効率化を進めて対応してまいります。また取引先や各営業本部、グループ会社

との連携を強化し、環境の変化に対応できるようバリューチェーンの最適化に取り組んでまいります。

 

（海外営業本部）

海外営業本部は、９月の台風の影響により一部売上が10月にずれこんだものの前年同期実績を上回る結果となりま

した。当社の受注状況ですが、顧客との関係強化、新規商材の取引開始により好調を維持しております。その一方で

海外連結グループ会社ではアジア法人が対前年比で順調に推移しているものの、米国法人が対前年比で苦戦してお

り、法人毎でばらつきはあるものの、米国関税政策による整備需要低迷が影響しております。その結果、売上高は

134億24百万円となり、前年同期比で7.4％の増収となりました。米国関税政策は今後も現地法人の売上に影響を及ぼ

す可能性があります。引き続き顧客との密なコミュニケーションを図り、情報収集に努め、迅速に対応をしてまいり

ます。
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（工機営業本部）

工機営業本部は、建機・農機・産業車輌メーカー向け組付部品販売を行っておりますが、米国関税の影響による車

輌価格高騰や景気先行き不透明化に端を発する買い控えの傾向もあり、主要顧客における減産が継続している状況に

あります。その結果、売上高は38億75百万円となり、前年同期比で7.5％の減収となりました。一方、欧州では需要

回復の兆しもあり、一部の顧客においては増産が期待されると共に我々も新しい市場や商材の開拓を継続しておりま

す。不透明な経営環境が続く見通しではありますが、既存事業の強化に加え新たな市場・商材・顧客の開拓を継続し

て推し進め、安心・安全性能を向上させる製品開発に取り組むことで更なる成長を目指します。また開発・品質管理

機能の更なる強化を通じ「働く乗り物」社会へ貢献してまいります。

 

（ＣＵＳＰＡ営業本部）

ＣＵＳＰＡ営業本部は、原材料費の高騰や円安による輸入価格の上昇など、引き続き外的要因の影響を受けており

ますが、グループ化した株式会社ブリッツとのシナジー効果の追求や、販路の拡大、自社ブランド商材の価格改定、

送料体系の見直しなど、細部に渡り対応に取り組みました。合わせて、開発費・広告宣伝費等の投資については選択

と集中を図るとともに、カーメーカーとの協業やシミュレーター関連ビジネスの取組みを強化しました。その結果、

売上高は35億４百万円となり、前年同期比で78.5％の増収となりました。今後も原材料価格や為替の変動に留意しな

がら、積極的な活動を続けてまいります。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下（資金）という。）は前連結会計年度末と比べ13億87百

万円増加（前年同期は43億82百万円の増加）し、91億44百万円（前年同期末は112億35百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は15億51百万円（前年同期は４億19百万円の増加）となりました。これは主に、税

金等調整前中間純利益の計上額19億54百万円、利息及び配当金の受取額１億41百万円による資金増加の一方、法人税

等の支払額６億81百万円による資金減少があったことによるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は２億11百万円（前年同期は４億24百万円の減少）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出１億15百万円、及び無形固定資産の取得による支出１億36百万円によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、増加した資金は１億９百万円（前年同期は42億90百万円の増加）となりました。これは主に、短

期借入金の純増減による収入17億８百万円による資金増加の一方、長期借入金の返済による支出12億３百万円、及び

配当金の支払額３億22百万円による資金減少があったことによるものです。

 

（3）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

（5）研究開発活動

記載すべき事項はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,453,800 10,453,800
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 10,453,800 10,453,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円)

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 10,453,800 － 898 － 961
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 1,049 10.40

ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２

投資事業有限責任組合
東京都豊島区南池袋二丁目９番９号 750 7.43

光通信ＫＫ投資事業有限責任

組合
東京都豊島区西池袋一丁目４番１０号 652 6.46

ＳＰＫ社員持株会 大阪市福島区福島五丁目６番２８号 495 4.91

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅ

ｒｓ　３
東京都豊島区南池袋二丁目９番９号 462 4.58

株式会社日本カストディ銀

行（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番１２号 457 4.54

渡部　和子 大阪市城東区 303 3.00

日本生命保険相互会社

（常任代理人 日本マスター

トラスト信託銀行株式会

社）

東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

（東京都港区赤坂一丁目８番１号）
233 2.31

BNYM RE BNYMLB RE GPP

CLIENT MONEY AND ASSETS AC

（常任代理人 株式会社三菱

UFJ銀行）

7 OLD PARK LANE, LONDON, W1K 1QR

（東京都千代田区丸の内一丁目４番５号）
190 1.89

ミヤコ自動車工業株式会社 東京都港区西新橋二丁目１３番６号 142 1.41

計 － 4,737 46.93

（注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　1,049千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　　　457千株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 357,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,045,300 100,453 －

単元未満株式 普通株式 51,400 － －

発行済株式総数  10,453,800 － －

総株主の議決権  － 100,453 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式40株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

ＳＰＫ株式会社
大阪市福島区福島

五丁目６番28号
357,100 － 357,100 3.42

計 － 357,100 － 357,100 3.42

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
(1)　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規

則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

(2)　当社の中間連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、当中間連結会計期間より百万円単位をもって記載することに変更しました。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,872 9,259

受取手形及び売掛金 11,656 11,326

電子記録債権 2,173 2,544

棚卸資産 ※２ 11,114 ※２ 11,046

未収入金 531 503

その他 991 935

貸倒引当金 △43 △46

流動資産合計 34,296 35,569

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,325 2,287

機械装置及び運搬具（純額） 360 339

土地 2,990 2,990

リース資産（純額） 242 165

建設仮勘定 98 43

その他（純額） 185 217

有形固定資産合計 6,203 6,043

無形固定資産   

のれん 917 783

顧客関連資産 687 643

借地権 19 19

ソフトウエア 489 549

リース資産 9 4

その他 16 16

無形固定資産合計 2,140 2,016

投資その他の資産   

投資有価証券 430 450

繰延税金資産 370 382

退職給付に係る資産 2 0

その他 736 734

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 1,533 1,562

固定資産合計 9,876 9,622

資産合計 44,172 45,191

 

EDINET提出書類

ＳＰＫ株式会社(E02827)

半期報告書

 9/21



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,380 5,155

電子記録債務 491 670

短期借入金 555 2,255

１年内償還予定の社債 120 110

１年内返済予定の長期借入金 2,342 2,266

未払法人税等 712 685

賞与引当金 438 428

その他 1,436 1,315

流動負債合計 11,476 12,887

固定負債   

長期借入金 4,571 3,443

退職給付に係る負債 501 500

長期預り保証金 148 146

長期未払金 26 24

その他 386 342

固定負債合計 5,633 4,457

負債合計 17,110 17,344

純資産の部   

株主資本   

資本金 898 898

資本剰余金 1,018 1,025

利益剰余金 24,162 25,162

自己株式 △384 △377

株主資本合計 25,695 26,708

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 103 123

繰延ヘッジ損益 5 △3

為替換算調整勘定 1,126 888

その他の包括利益累計額合計 1,235 1,007

非支配株主持分 131 130

純資産合計 27,062 27,846

負債純資産合計 44,172 45,191
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 33,432 36,450

売上原価 27,344 29,422

売上総利益 6,087 7,028

販売費及び一般管理費 ※ 4,522 ※ 5,219

営業利益 1,565 1,808

営業外収益   

受取利息 5 5

受取配当金 12 136

仕入割引 59 45

不動産賃貸料 24 24

為替差益 44 －

その他 33 32

営業外収益合計 180 244

営業外費用   

支払利息 17 30

不動産賃貸費用 14 14

為替差損 － 41

その他 2 14

営業外費用合計 33 100

経常利益 1,712 1,952

特別利益   

固定資産売却益 3 3

投資有価証券売却益 50 －

特別利益合計 53 3

特別損失   

固定資産除売却損 1 1

特別損失合計 1 1

税金等調整前中間純利益 1,764 1,954

法人税、住民税及び事業税 530 656

法人税等調整額 45 △28

法人税等合計 575 628

中間純利益 1,188 1,326

非支配株主に帰属する中間純利益 0 4

親会社株主に帰属する中間純利益 1,188 1,322

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 1,188 1,326

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △2 20

繰延ヘッジ損益 9 △9

為替換算調整勘定 441 △244

その他の包括利益合計 448 △233

中間包括利益 1,636 1,092

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,630 1,094

非支配株主に係る中間包括利益 6 △1
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,764 1,954

減価償却費 229 321

のれん償却額 86 125

長期前払費用償却額 3 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 3

賞与引当金の増減額（△は減少） △137 △9

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 5 0

受取利息及び受取配当金 △18 △142

支払利息 17 30

為替差損益（△は益） 19 △1

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） △2 △1

投資有価証券売却損益（△は益） △50 －

売上債権の増減額（△は増加） △529 △85

棚卸資産の増減額（△は増加） 447 △99

仕入債務の増減額（△は減少） △668 △29

未収消費税等の増減額（△は増加） 27 52

未払消費税等の増減額（△は減少） △1 37

その他 △250 △42

小計 970 2,118

利息及び配当金の受取額 17 141

利息の支払額 △18 △27

法人税等の支払額 △549 △681

営業活動によるキャッシュ・フロー 419 1,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △1 －

投資有価証券の売却による収入 58 －

子会社株式の取得による支出 △5 －

有形固定資産の取得による支出 △319 △115

有形固定資産の売却による収入 4 31

無形固定資産の取得による支出 △115 △136

貸付けによる支出 △32 △0

貸付金の回収による収入 3 16

その他 △18 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △424 △211

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △49 1,708

リース債務の返済による支出 △56 △62

長期借入れによる収入 5,550 －

長期借入金の返済による支出 △966 △1,203

社債の償還による支出 △10 △10

配当金の支払額 △271 △322

自己株式の売却による収入 94 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,290 109

現金及び現金同等物に係る換算差額 96 △61

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,382 1,387

現金及び現金同等物の期首残高 6,852 7,757

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 11,235 ※ 9,144
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

１．保証債務

　次の関係会社について取引先からの仕入債務に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

SPKヨーロッパB.V.（仕入債務） 31百万円  

 

SPKヨーロッパB.V.（仕入債務） 44百万円

 

※２．棚卸資産の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

商品及び製品 10,901百万円 10,838百万円

仕掛品 35 30

原材料及び貯蔵品 176 177

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

　前中間連結会計期間

（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間

（自 2025年４月１日

　　至 2025年９月30日）

給与手当 1,550百万円 1,754百万円

荷造運搬費 548 607

賞与引当金繰入額 347 440

減価償却費 187 234

退職給付費用 72 69

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

　次のとおりであります。

 

前中間連結会計期間

（自 2024年４月１日

　至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間

（自 2025年４月１日

　至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 11,350百万円 9,259百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △115 △115

現金及び現金同等物 11,235 9,144
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月７日

取締役会
普通株式 271 27 2024年３月31日 2024年５月31日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 282 28 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月９日

取締役会
普通株式 322 32 2025年３月31日 2025年６月３日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月４日

取締役会
普通株式 333 33 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 CUSPA営業本部

売上高      

日本 14,768 3 3,281 1,963 20,017

アジア・オセアニア 7 5,023 199 － 5,230

中南米 － 2,794 0 － 2,794

北米 － 1,647 661 － 2,309

中東・アフリカ － 2,322 0 － 2,322

ヨーロッパ － 709 47 － 756

顧客との契約から生じる

収益
14,775 12,501 4,191 1,963 33,432

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 14,775 12,501 4,191 1,963 33,432

セグメント間の内部売上

高又は振替高
98 9 94 4 208

計 14,874 12,511 4,286 1,968 33,640

セグメント利益 572 588 314 81 1,556

 

   

 調整額
中間連結財務諸
表計上額

売上高   

日本 － 20,017

アジア・オセアニア － 5,230

中南米 － 2,794

北米 － 2,309

中東・アフリカ － 2,322

ヨーロッパ － 756

顧客との契約から生じる

収益
－ 33,432

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 － 33,432

セグメント間の内部売上

高又は振替高
△208 －

計 △208 33,432

セグメント利益 155 1,712

（注）１．セグメント利益の調整額155百万円の内訳は、報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益18百万円、

各営業本部が負担する一般管理費の配賦差異32百万円及び営業外費用の配賦差異104百万円であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

   （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 国内営業本部 海外営業本部 工機営業本部 CUSPA営業本部

売上高      

日本 15,645 55 3,217 3,471 22,389

アジア・オセアニア － 5,438 271 30 5,740

中南米 － 2,790 0 － 2,790

北米 － 1,718 361 － 2,080

中東・アフリカ － 2,397 0 － 2,397

ヨーロッパ － 1,023 24 2 1,051

顧客との契約から生じる

収益
15,645 13,424 3,875 3,504 36,450

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 15,645 13,424 3,875 3,504 36,450

セグメント間の内部売上

高又は振替高
501 7 84 11 604

計 16,146 13,432 3,960 3,516 37,055

セグメント利益 660 477 278 261 1,678

 

   

 調整額
中間連結財務諸
表計上額

売上高   

日本 － 22,389

アジア・オセアニア － 5,740

中南米 － 2,790

北米 － 2,080

中東・アフリカ － 2,397

ヨーロッパ － 1,051

顧客との契約から生じる

収益
－ 36,450

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 － 36,450

セグメント間の内部売上

高又は振替高
△604 －

計 △604 36,450

セグメント利益 274 1,952

（注）１．セグメント利益の調整額274百万円の内訳は、報告セグメントに帰属しない管理部門の営業外収益119百万

円、各営業本部が負担する一般管理費の配賦差異52百万円及び営業外費用の配賦差異102百万円であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間から、「国内営業本部」に含まれていた「㈱デルオート」について、事業環境の変化に

伴い管掌部門を移管したことにより「工機営業本部」に変更しております。

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、当中間連結会計期間の報告セグメントの区分に基づき作成

したものを開示しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載の通りであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

　　１株当たり中間純利益 118円18銭 131円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,188 1,322

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円）
1,188 1,322

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,057 10,093

　　(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

(1)　期末配当

2025年５月９日開催の取締役会において、2025年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・322百万円

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・32円

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2025年６月３日

 

(2)　中間配当

2025年11月４日開催の取締役会において、2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ) 配当金の総額・・・・・・・・・・・・・333百万円

(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・33円

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2025年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年11月10日

ＳＰＫ株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 仲　昌彦

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　謙一郎

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＰＫ株式会社

の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ＳＰＫ株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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